
         令和７年度 社会福祉法人平成会 事業報告  

 

＜ はじめに ＞ 

高齢社会の進展が加速するなか、団塊の世代の全員が 75歳以上となり介護需要が最

大化する「2025年問題」がいよいよ現実のものとなりました。我が国は今、大きな分

岐点を迎えています。地域における高齢者の増加とともに、時代背景によるニーズの

多様化が進み、介護サービスの在り方も変革を迫られています。 

また、不安定な世界情勢に起因する運営コストの急騰や人件費の上昇など、経営環

境は依然として厳しい状況にあります。 

このような逆風下にあっても、当法人は令和 7年度において着実な歩みを続けて参

りました。 

深刻な人材難に対応したより強固な組織体制の構築を目指し、「ユマニチュード推

進課」と「国際人材支援課」を新設するなど組織再編を進めるとともに、採用者数の

確保以上に「定着率の向上」を最優先課題に掲げ事業に取り組みました。 

外部講師による管理職を対象としたハラスメント研修や、よりよい人間関係づくり

に向けたコミュニケーション研修を実施したほか、メンタルヘルス対策としてストレ

スチェックの全事業所実施を前倒しで開始しました。 

また、職員の平均年齢上昇に伴う負担軽減と職場環境の改善を目指し、近年推進し

てきた「抱えない介護」(ノーリフティングケア)への移行が、全ての大規模事業所で

完了しました。介護リフト等の活用が標準化されたことで、長期雇用に資する基盤が

整っています。 

こうした取り組みや、ここ数年来進めてきた定年延長や職場環境の改善などにより

離職者数は令和 5年度のピーク時より約 4割減少し、職員数も年々増加しています。 

一方で、定着率向上に伴い人件費が大幅に増加しており、安定的な運営には収支バ

ランスの最適化が不可欠となっています。 

このような状況の中、物価高騰への配慮から、令和 7年度補正予算の医療福祉パッケ

ージによる賃上げを、3月給与分より先行して実施しました。当該支援策は今後「処

遇改善加算」へと一本化されますが、同加算は職員への賃金改善への充当が義務付け

られている一方、ベッド稼働率や手厚いケア体制、充実した人員配置を評価する加算

に応じた「介護給付費」に連動し増減する仕組みとなっているため、事業の安定と更

なる処遇改善に向けては、選ばれる施設となるよう「ケアの質」を高め、事業収入の

柱である入居率・利用率を向上させていくことが不可欠となります。 

法人全体で標準ケアとして定着・浸透を図る「ユマニチュード」は、既に認証を取

得している大規模事業所 6施設に続き、グループホーム 2施設でも同認証への取り組

みを開始しました。 



また、当法人シーティングアドバイザー木之瀬隆氏監修のもと、オリジナル「シー

ティングガイドブック」を制作し、技術のバイブルとして全職員へ配布しました。あ

わせて、業務部による施設巡回が定着したことで、不適切ケアの芽を早期に摘み取る

内部体制の強化も進めてまいりました。 

ICT・介護ロボットの導入による業務効率化を推進する国の方針に連動し、継続的に

生産性向上にも取り組んでまいりました。 

電子請求システムや見守り機器、インカムの導入・定着を進める一方、常に最新の介

護機器に関する情報収集にも注力し、実効性の高い機器を見極めるなかで、今年度の

排せつ支援ロボットや AI搭載のリハビリテーションマシンの導入に繋げました。 

令和 4年度に初の「特定技能」外国人を迎え入れてから 3年が経過し、実務経験を

満たした 15名が初めて介護福祉士国家試験に臨み 2名が合格しました。合格率は

13.3％に留まっており、日本語の壁が大きな要因となっています。今後は法人による

学習支援体制を強化し、受験の促進と合格率の向上を図ることが喫緊の課題となりま

す。 

また、近い将来発生が予測される新興感染症や大規模自然災害への対応も進めまし

た。11月には日本政府の新型コロナウイルス感染症対策分科会会長をされた尾身茂氏

を招聘し一般市民も対象とした感染症対策研修会を開催し知見を高めました。 

今後の法人の事業発展において重要な領域の一つが障がい福祉事業です。その本格

的な事業参入として、昨年 11月に辰野町において就労継続支援 B型事業所「あかつき

辰野」を開設し、順調な立ち上げを行うことができました。 

昨今、経費負担の増大や人材確保の困難により、経営が立ち行かなくなる事業所が

増加しています。こうした中、国は介護供給体制の維持と経営安定化、サービス向上

を目的として、法人の大規模化を推進しています。 

当法人においても、複数の事業所から事業譲渡の相談を受ける機会が増えています。

法人の更なる発展と社会貢献に向け、引き続き譲受の可能性についても慎重に協議を

進めて参ります。 

 

＜ 基本理念 ＞ 

～共に歩む～ （桃李不言下自成蹊） 

桃や李は何も言わないが、人は皆美しい花や甘い実を求めて集まり、そこには自然

に蹊ができる。つまり徳のある人のまわりには、自然に人々が集まってくるという

意味を表しています。私どもは共に働くもの皆の苦楽を共有し、徳を育み、社会が

どの様に変化しようとも、地域や人々に慕われ、必要とされる法人となるべく、地

域の皆様の幸せづくりのお手伝いを続けてまいります。 

 

 



＜ 法人の主要な事業活動 ＞ 

１．安全性の担保と健全運営 

（１）介護福祉士養成校の閉鎖・縮小により介護福祉士の新卒者獲得が年々厳しさを

増す業界にあって、当事業年度においても 9名の新卒者を迎えることができまし

た。また、昨年度に続き職員数が過去最多を更新し、組織規模が拡大した一方

で、離職者数は過去 10年で最小、永年勤続表彰は過去最多の 35名となるなど、

定着率も向上し、組織の活性化と安定化を両立した一年となりました。 

 

（２）長年、高齢者介護で培ってきたノウハウを活かし、社会における障がい者支援

の要請に応えるべく、昨年 11月 3日に辰野町関係者や近隣事業所の参列のもと就

労支援 B型事業所『あかつき辰野』を竣工・開設しました。今後は「自立・共

生・支援の質向上」を指針に、利用者の皆様が住み慣れた地域で孤立せず自分ら

しく生涯を送れるよう、生産活動や訓練を通じた一般就労への移行支援に努めて

参ります。 

 

（３）ストレスチェック制度は、改正労働安全衛生法の施行に伴い、将来的に 50人未 

満の事業所も含めた全事業所での義務化が決定しています。当法人では、職員が

自身のストレス状態を客観的に把握し、メンタル不調を未然に防ぐ体制を早期に

構築するため、今期より全事業所での実施を前倒しで開始し、法人全体の実施率

は 77％でした。半数の施設で受検率が 90％を超えた一方、受検率の低い事業所

もあり今後の課題でもあります。 

 

（４）国の補正予算による「介護人材確保・職場環境改善等事業」から 18,157,105円

の補助金を受給したほか、「物価高騰対策支援金」や「介護テクノロジー定着支

援事業補助金」を活用して事業を推進するとともに、これらの補助金事務を適正

に執行することで、厳しい社会情勢下における法人経営の安定化に努めました。 

 

２． 介護力向上のための取り組み 

（１）職場における専門スキルの向上と職場環境の適正化を図るため、高名な外部講 

師を招いた研修会を実施しました。5月 30日には森山由香氏による「最先端ケア

研修会」を開催し、多職種が関わるケアプランの在り方について研鑽を積みまし

た。また 9月 22日には久田則夫氏を講師に、チームワーク向上とハラスメント

防止を目的とした研修を行い、組織力の強化に努めました。 

 

（２）平成 28年 9月に開催した研修を機に、シーティング技術の平準化に向け導入後

10年を迎えた当期、木之瀬隆氏の監修による当法人独自の「シーティングガイド 

https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukijun_mental_0003.html


ブック」を制作しました。全職員への配布により技術定着を促進するとともに、 

法人外への情報発信や資料提供を展開したところ、本ガイドブックは外部からも 

高い評価を受け、全国の介護関連企業への資料提供等を通じて専門性の高い法人 

としてのブランド構築に繋がりました。 

 

３． 内部機能の強化 

（１）当事業年度は組織再編により「国際人材支援課」と「ユマニチュード推進課」

を新設いたしました。「国際人材支援課」においては、人材の定着や生活支援に

特化したサポート体制を整え、安心して働ける環境づくりに努めました。また

「ユマニチュード推進課」では、月例会議を通じて各施設の工夫を共有し、共に

高め合うことで、ケア全体の質の向上と均一化を推進しました。 

 

（２）業務部では、事業所間の連携、職員の高齢化に伴う生産性向上、社会ニーズへ

の対応といった課題に対し、「入所」「通所」「グループホーム」「相談」の 4

つの専門部会と、それらを統合する「業務部会(3か月ごと)」を立ち上げて事業

別の課題と目標を共有・推進してきました。あわせて、一昨年度から開始した事

業所巡回によるケアの適正化を進めた結果、法人事業の標準化や迅速な課題解

決、事業目標の達成、そして事業の質の向上において極めて大きな成果を上げて

います。 

 

（３）職員が自発的に学べる「スキルアップ研修」として、新たに「介護福祉士受験

対策講座 3日間コース」を実施しました。今回は外国人職員の受験サポートも視

野に入れ、専門学校の先生を招いた本格的な対策を企画。受講者の 8割が合格を

果たすという素晴らしい結果を出し、参加者からも大変好評でした。一方で、外

国人職員の参加者は 3名という結果になり、次年度に向けた新たな目標も見えま

した。 

 

（４）勤怠管理システムのサポート終了に伴い、新たなシステムを導入しました。こ

れに合わせて、従来は紙媒体で運用していた給与管理明細や年末調整の WEB移行

(ペーパーレス)を進め、大きなトラブルや混乱もなく、順調に運用しています。 

 

（５）激変する国際情勢や ICT時代において適時的確な経営を行うため、老朽化対策

や生産性向上のための中長期設備投資計画の策定と予算精度の向上を進め、経営

課題を早期に把握・抽出できるよう財務部の分析体制を強化しました。 

 

 



４． 危機管理対策 

（１）10月 19日、岡谷市にて「令和 7年度 長野県総合防災訓練」が実施され「長

雨による土砂災害リスク増大後に、最大震度 7の直下型地震が発生した」という 

厳しい想定のもと、当法人からも職員が参加しました。福祉避難所に指定されて 

いる岡谷市内の 3施設より 6名、および長野県 DWAT登録職員 3名が参加し、他機 

関との連携や避難者支援の動きを確認しました。有事の際の具体的な動きをイメ

ージし、防災意識をより一層高める機会となりました。 

 

５． その他 

（１）9月 27日 28日に東京で開催された第 7回日本ユマニチュード学会総会ではユ 

マニチュード認証に取り組む大規模事業所 6施設が参加し、口頭学術発表をしま 

した。また発表した内容は本年 3月に開催した法人事例発表会のなかでも発表し 

ました。 

 

（２）テクノロジー社会の到来、グローバル化、働き方の変化など、社会情勢の変化

に対応し進化を続ける法人の最新活動やケア技術、職員の日常をまとめた「平成

会スタイル BOOK」をリニューアルし、関係企業や地域の方々へ配布するととも

に、利便性向上とブランディング強化を目的にホームページを刷新いたしまし

た。 

 

（３）先進的な介護技術の導入と地域福祉の増進を目指す市民公開講座の一環とし

て、11月 21日に茅野市民館にて元日本政府新型コロナウイルス感染症対策分科

会会長の尾身茂氏を招聘し研修会を開催しました。未曾有の事態となったコロナ

禍の 3年間を総括するとともに、将来の新興感染症への備えについて大勢の市民

と共に学び、地域社会の課題解決に向けた知見を深める貴重な機会といたしまし

た。 

 

＜ 職員の状況 ＞                       （令和８年３月３１日現在） 

全職員数 常勤職員数 非常勤職員数   常勤比率 

 ７６９名  ３４２名  ４２７名      ４４％ 

 

＜ 法人研修 ＞  

法人が主催し実施した研修会は別紙のとおりです。 

 

＜ 各事業所の事業報告 ＞ 

令和７年度の各事業所における具体的事業報告は以下のとおりです。 


